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序     文 
 

ネパール連邦民主共和国（以下、「ネパール」と記す）では、2006 年 11 月にネパール政府と反

政府勢力であったマオイスト間で包括的和平合意が成立し、過去 10 年に及んだ紛争に正式に終止

符が打たれました。2008 年 4 月には制憲議会選挙が実施され、憲法制定をはじめとする新しい国

づくりが進められる一方、マオイスト主導の連立政権は発足 9 カ月後の 2009 年 5 月に事実上崩壊

し、その後の新連立政権も国体、連邦制の姿、地方分権化、治安部門など国づくりにおいて重要

な課題について主要政党間のコンセンサスがとれず、不安定な政治状態が続いています。中央で

の政治的な議論がまとまらない一方で、地方では政党間のトラブルや、開発資源及び開発事業の

裨益をめぐる住民間の対立等が表面化しています。また民主化により民族やカースト等に関する

問題意識が高まるなか、裕福な層と貧困層、民族やカースト間の対立軸も存在しており、住民間

の些細な問題がコミュニティー間及び政党間の対立に発展する傾向にあります。このような地方

での問題は、現在相談窓口となっている地方自治体に負担をかけており、サービスデリバリー向

上の妨げにもなっているのです。 

こうしたなか、ネパール政府は、コミュニティー内の問題解決、地方行政における業務負担の

軽減を目的として、コミュニティ内での紛争管理強化を図るため、「コミュニティー内における調

停能力強化プロジェクト」を日本政府に要請しました。これを受け、独立行政法人国際協力機構

（JICA）は 2010 年 1 月から 2013 年 9 月までの約 4 年間の予定で地方開発省（MoLD）をカウン

ターパート（C/P）機関として、「コミュニティー内における調停能力強化プロジェクト」を実施

中です。 

今般、プロジェクトの中間年にあたり、中間レビューを行うことを目的に JICA は 2011 年 12

月に調査団を派遣し、ネパール政府や関係機関との間でプロジェクトの進捗状況の確認と今後の

方向性に関する協議を実施しました。本報告書は、同調査団の調査及び協議結果を取りまとめた

ものであり、今後のプロジェクトの展開、さらには類似の技術協力実施にあたって、関係方面に

広く活用されることを願うものです。 

ここに、調査にご協力いただいた内外関係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続

き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成 24 年 4 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

ネパール事務所長 河崎 充良 
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左は並んで立つヒンズー教とイスラム教の塔。祭りの日程を

めぐる争いがあったが、調停人のサポートにより解決した。 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名： ネパール連邦民主共和国 案件名：コミュニティー内における調停能力強

化プロジェクト中間レビュー調査 

分野：平和構築  協力形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：ネパール事務所 協力金額（評価時点）：約 3.0 億円 

協力期間 2010 年 1 月～2013 年 9 月（3 年 9

カ月間） 
先方関係機関：地方開発省（MoLD）、郡開発

委員会（DDC）、村落開発委員会（VDC） 

日本側協力機関：  

他の関連協力：  

１－１ 協力の背景と概要 

ネパール連邦民主共和国（以下、「ネパール」と記す）では、10 年以上の内戦を終え新しい

国づくりが進みつつあるが、特に人材・予算不足等の脆弱な行政体制に対し、国民の不満が日

に日に高まりつつある。そうした状況の下、政党間のトラブルや、土地及び水等の開発資源及

び開発事業の裨益をめぐる住民間の対立等が表面化し、民主化により民族やカースト等に関す

る問題意識が高まるなか、裕福な層と貧困層、民族やカースト間の対立軸も存在しており、住

民間の些細な問題がコミュニティー間及び政党間の対立に発展する傾向にある。内戦は、地域

間格差及び民族・カースト間の対立が一要因とされているが、新政権の下でも、依然コミュニ

ティーで頻発するさまざまなレベルでの問題は、将来の新たな紛争要因に発展しかねないリス

クも指摘されている。コミュニティーでは、伝統的なリーダー（長老等）が仲裁役を担ってき

たものの、ネポティズム・人権等で問題視され、機能を失いつつある。併せて、内戦により、

郡開発委員会（District Development Committee：DDC）、村落開発委員会（Village Development 

Committee：VDC）議長等の住民代表者の長期不在が続くなか、地方行政機関に各種レベルの

問題が持ち込まれ、通常の開発業務にも支障が出始めている。 

こうした背景の下、2002 年以降、援助機関・現地 NGO は、「司法へのアクセス改善」並びに

「平和構築」を目的として、村民から構成される「コミュニティー調停人」の育成支援を行っ

てきている。コミュニティー調停は、現地地方行政機関との連携のなかで、人間関係や社会的

要素をもつ住民間の争いを中心に、問題解決に向けたファシリテーションを行うことをめざし

ているが、コミュニティーレベルでの人材育成等が十分に広がらない状況が続いている。また、

コミュニティー調停の制度化をめざし、法・司法省（Ministry of Law and Justice：MoLJ）及び

最高裁判所が 4 年前から「調停法」草案を策定中であり、地方の調停システムとして制度化さ

れつつある。また他ドナーは面的拡大を図るとともに、活動全体のインパクト向上のために研

修モジュール・マニュアルの標準化を図っている。 

こうした状況のなか、2009 年 3 月、地方・コミュニティーレベルの問題に直面する地方行政

機関を管轄する地方開発省（Ministry of Local Development：MoLD）より、日本政府が開発を進

める「シンズリ道路沿線地域」のシンズリ郡及びマホタリ郡を対象としたコミュニティーレベ

ルでの調停能力強化を図ることをめざす本プロジェクトの要請が日本政府に出された。この要

請を受けて、2009 年 9 月に詳細計画策定調査が実施され、案件形成に必要な情報の収集分析や、

プロジェクトの実施についての協議・合意が行われ、2009 年 11 月に JICA ネパール事務所長と

MoLD 事務次官補との間で実施競技の討議議事録（Record of Discussions：R/D）が署名・交換
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された。そして、2010 年 1 月から 2013 年 9 月までの約 4 年間の予定で MoLD をカウンターパ

ート（Counterpart：C/P）機関として、「コミュニティー内における調停能力強化プロジェクト」

を実施中である。 

 

１－２ 協力内容  

（１）上位目標 

シンズリ道路沿線地域において、平和で調和のとれたコミュニティー構築に必要とされ

る、コミュニティー調停及び紛争管理に関する知識が広まる。 

 

（２）プロジェクト目標 

シンズリ郡とマホタリ郡において、コミュニティー調停を中心とする紛争管理能力が向

上する。 

 

（３）成果 

成果１：ネパール及びプロジェクト対象郡で、コミュニティー調停を中心とする紛争管理

の実施状況が調査され、分析される。 

成果２：研修及び実践を通じて、コミュニティー調停を中心とする紛争管理手法に関する

知識が強化される。 

成果３：コミュニティー調停を中心とする紛争管理に関する経験が中央・地方の関係者間

で共有される。 

 

（４）投入（評価時点） 

＜日本側＞ 

・ 専門家派遣 5 名 

・ 資機材 

＜相手国側＞ 

・ C/P 配置 17 名 

・ 事務所施設 

２．評価調査団の概要 

調査者 武 徹    JICA ネパール事務所次長 

土肥 優子  JICA 経済基盤開発部平和構築課 

竹内 麻衣子 JICA ネパール事務所 

昌谷 泉   合資会社プラスタ 

調査期間 2011 年 12 月 9～27 日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 紛争分析（政治・治安状況） 

本プロジェクトの対象地であるシンズリ郡では、プロジェクト開始以降、主要政党間及び政

党の傘下の組織間の公共事業等をめぐる利権争いや勢力争いが、地域の不安定要因となってい

る。一方、この 1 年間で中央レベルでの政党間の合意や郡長官（Chief District Officer：CDO）に

よる治安対策により情勢は好転しつつある。しかし、依然として住民間の些細な揉め事（金銭

の貸し借り、名誉棄損、土地・水利用をめぐる争い等）が、政党間の対立にまで発展する状況

でもある。マホタリ郡では、和平合意以降台頭した武装勢力の活動が最大の不安定要因である。
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また、汚職疑惑をめぐる郡及び村落行政官に対する抗議活動・脅迫が続いており、日常の行政

にも多大な影響を及ぼしている状況である。コミュニティー・レベルではシンズリ郡同様に、

個人の対立が政党間抗争に発展したり、一部ではエスニック・宗教グループ間の対立もみられ

る傾向にある。 

以下は、こうした状況とプロジェクトの関係性を考慮したうえでの評価結果である。 

 

３－２ 実績の確認 

（１）プロジェクト目標 

住民の意識変化を示すデータが十分に得られていないため現行プロジェクト・デザイ

ン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）の指標からは現在の目標達成度を判断す

ることは困難である。しかしながら、これまで比較的短期間にコミュニティー調停センタ

ー（Community Mediation Center：CMC）に登録された紛争件数（91 件）及び解決件数（69

件）が多数に上ることから、プロジェクト活動は目標達成に向かって順調に実施されてい

ると考えられる。 

【指標】  

1. 対象地域において自らの紛争管理能力に関して意識をもつ人の数が増加する。 

2. 対象地域において紛争管理手段についてより多くの選択肢があると意識する人の

数が増加する。 

3. 対象地域においてコミュニティー調停と紛争管理を円滑に実施するため、DDC 及

びパイロット VCD、市が支援する（研修参加、調停室の提供、調停人の配置）。 

（２）成果 

１）成果１ 

各種モニタリング活動は適切に実施されており（指標 1.1）、成果１は順調な進展がみ

られる。これまでパイロットとして活動が開始された 10 の VDC では、3 カ月ごとにプ

ロジェクトによるレビュー会議が開かれている。また、多くの VDC で毎月調停人会議

が実施されている。また、プロジェクトのスタッフがときどき実際の調停にオブザーバ

ーとして立ち会い、活動をモニターしている。 

【指標】 

1.1 モニタリングが計画どおり定期的に実施され、年に 2 回関係省、DDC、VDC、市、

及び関連ドナーにフィードバックされる。 

２） 成果２ 

現在までにパイロット 2 郡 10 VDC（各郡 5 VDC）において 272 名（うち 10 名は VDC

アシスタント）が調停人研修を受けており（指標 2.1）、また、2 郡で 18 名が調停人研修

講師となるためのトレーナー研修を受けている。既に多くの紛争事案が登録、解決され

ており、成果２はほぼ順調な進展がみられる。ただし、住民のコミュニティー調停に関

する意識については CMC での調停活動開始後のデータがないために現状での変化は不

明である（指標 2.2）。 

【指標】  

2.1 対象 2 郡において XX 名の調停人が研修を受ける。 

2.2 対象郡においてコミュニティー調停及び紛争管理に関する人々の意識が XX％向

上する。 
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３） 成果３ 

現在までに中央での合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）が２回（中

間レビュー時の開催回を含む）、郡調整委員会（District Coordination Committee：DCC）

が各郡で２回時開催され、ステークホルダーに対しプロジェクトの活動内容、進捗状況

等が報告されている（指標 3.1）。ケーススタディハンドブックの作成、配布は３年次に

予定されている（指標 3.2）。 

【指標】  

3.1 コミュニティー調停と紛争管理に関して、ステークホルダーの調整委員会会議が

年 2 回、中央と郡レベルにおいて開催される。 

3.2 コミュニティー調停と紛争管理に関する XXX 冊のケーススタディハンドブック

が、シンズリ道路沿線地域において配布される。 

 

３－３ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

プロジェクトの妥当性は高い。 

プロジェクトの希求するコミュニティーレベルでの平和構築は、ネパールの最新の国家

開発計画「暫定 3 年計画（2007～2010 年）」の趣旨に合致するものである。ネパールの「調

停法」は既に国会で承認されており、施行は近いと期待される。その実施細則は現在 MoLJ

が作成中であり、一連の動きはコミュニティー調停を含めた調停全般の制度化を推進する

ことが期待される。 

・ プロジェクトのターゲットグループである対象地域住民は紛争解決手段の選択肢が

広がることで受益する。コストがより安くアクセスが容易であるコミュニティー調

停は住民のニーズに応えるものであり、費用がほとんどかからないことから特に貧

困層に裨益する。ネパールは新憲法の草案作成過程にあり、郡、村レベルでの議会

は存在しない。また、地方では司法制度へのアクセスは限定されている。このよう

な時期に紛争管理能力を強化する本プロジェクトは時宜にかなっている。   

・ 対象となったシンズリ郡は紛争の影響を強く受け、マホタリ郡は平和合意後に紛争

が多発した地域であり、紛争管理のニーズと平和構築の観点から、両郡の選定は適

切である。 

・ プロジェクトは日本の対ネパール ODA 重点分野のひとつである「民主化及び平和

構築支援」に合致する。 

・ コミュニティー調停は日本にとって新規の支援分野であるが、プロジェクトは中央

から村レベルまでネパール政府との協同で活動を実施するという、他ドナーにはな

い特徴をもつ。 

 

（２）有効性 

プロジェクトの有効性は現時点で高いと判断される。 

・ プロジェクト目標の達成に向け、現時点で順調な進展がみられる〔３－１（１）〕。 

・ 有効性に寄与している要因としては、日本側と村レベルでの C/P との良好な関係、

及び調停人の意識向上と調停技術・知識の向上が、プロジェクト目標達成への進展

に貢献している。一方、阻害要因としては、中央と郡レベルでの頻繁な人事異動に

よる C/P 交代や、外部要因である治安状況により活動がしばしば影響を受けている

ことが挙げられる。 
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（３）効率性 

プロジェクトの効率性は中程度と判断される。 

・ これまでのところ 5 名の日本人専門家が配置され、適宜ネパールに滞在し活動して

おり、ネパール人プロジェクトスタッフと共に効率的に活動を実施してきている。 

・ C/P の人員配置は村レベルではおおむね適正であるが、中央と郡レベルでの C/P の

頻繁な異動は効率的な活動実施の阻害要因となっている。 

・ インドネシアにおける第三国研修の内容は適正であったが、研修を受けた 7 名のう

ち既に 6 名はプロジェクトを離れている。 

・ 日本側提供機材はすべて適正に使用されている。 

・ プロジェクトの成果は現段階で３つの成果の進捗と達成度はそれぞれ異なるが、お

おむね順調に現れつつある〔３－２（２）〕。 

 

（４）インパクト 

現時点において上位目標の達成見込みについては、現行の指標からみる限り判断するこ

とは困難であり、長期的なインパクトについてもその発現を推定するのは時期尚早と考え

られる。 

調査団が中間レビュー時点で確認したプロジェクトの影響は以下のとおりである。 

・ 研修を受けた調停人は意識と自信を高め、調停人としての自負をもつことができた。

なかでもダリット（不可触民）や女性の調停人は、社会参加の機会を得、その能力

を強化した。 

・ コミュニティー調停導入による政治的社会的不安定要因の軽減については、そのイ

ンパクトを判断するのは時期尚早であるが、異なる民族グループ間の争議がプロジ

ェクトのコミュニティー調停で解決された事例は既に数件でてきている。 

・ 調停人及びトレーナーの選定に関して地元政党活動家からの反発を招き、抗議、脅

迫を受けた。対象地域のリーダーや政党活動家のなかには、コミュニティー調停が

地域における自分の立場を脅かすととらえ、プロジェクトを快く思わない者もいる

との情報もあった。これらは、対応を誤ればコミュニティーに負のインパクトを及

ぼしプロジェクト活動を阻害する可能性があったが、プロジェクト側が冷静かつ、

関係者とのコンサルテーションを繰り返すなどきめ細かく対応したため、負のイン

パクトは顕在化していない。 

 

（５）持続性 

プロジェクトの持続性については、不確定な要因が複数あるため、現段階では確保され

る見通しが十分立っているとはいい難い。 

１）政策面 

調停法は国会で承認されており、近々施行されると予想される。MoLD におけるコミ

ュニティー調停推進の優先度は現時点で必ずしも優先順位の高い政策ではないが、調停

法の施行により、政府主導によりコミュニティー調停の推進が進む可能性はあり、プロ

ジェクトの持続性にとってもプラスの要因である。ただし、同法実施細則の内容は明ら

かでない。 

２）組織制度面、財務面 

・ 現在、プロジェクト活動は JICA プロジェクトチームと地方自治体、特に VDC が

主体となって実施しており、MoLD によるプロジェクトの予算負担は行われてい
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ない。プロジェクト終了後に MoLD が主導してパイロット地域の活動をモニタリ

ングし、さらに、上位目標達成に向けシンズリ道路沿線の他郡にコミュニティー

調停を展開していくことが期待されるという観点からは、現在のコミットメント

は十分であるとはいえない。 

・ 郡レベルにおいても、現在はネパール人プロジェクトスタッフが対象 2 郡に配置

されて活動を担い、DDC の C/P が活動に協力しているが、プロジェクトへの予算

支出は行われていない。プロジェクト終了後に現プロジェクトスタッフの業務を

DDC 職員が引き継ぐという観点からは、より積極的なプロジェクトへの参加が持

続性を確保するうえで望まれる。 

・ VDC レベルにおいては、いくつかの VDC では積極的に CMC の活動に携わり、

VDC アシスタントを CMC に常駐させて調停活動を管理、モニターしている。ま

た、多額ではないもののプロジェクトのための来年度予算確保を計画している

VDC もあり、調停活動の継続・維持にとって好ましい状況といえる。 

・ 現在、調停人は無報酬で調停を実施しているが、これはプロジェクト終了後も財

務面の負荷を生じずに活動の継続が可能である点で望ましい反面、ボランタリズ

ムに依存しているという観点では、将来にわたる継続性を脅かす要因になり得る。

・ 調停法施行に伴う政策面での後押しがあれば、組織制度面、財務面での維持発展

性が改善される可能性がある。 

３）技術面 

・ プロジェクト終了時には、20 の VDC で合計約 540 名の研修を受けた調停人が存

在することになる。いずれの調停人も基本、上級、リフレッシャーの 3 回の研修

を受けてその知識、スキルは向上すると期待されることから、技術面での継続性

は確保されると見込まれる。 

・ 対象 2 郡のパイロット以外の VDC、及びシンズリ道路沿線の他郡 VDC にコミュ

ニティー調停制度を普及させるためには研修の制度化が必要となる。 

 

３－４ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

・ 調停人は研修と実践を通じて能力を強化し、意識を高め、自信を得ることにより、

効果発現に貢献している。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

・ 日本側専門家及びプロジェクトスタッフとネパール側 C/P との関係はプロジェクト

の初期段階を除いておおむね良好であり、特に VDC レベル C/P との関係、連絡は

緊密である。 

 

３－５ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

・ 特になし。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

・ 中央及び郡レベルの C/P は頻繁な人事異動によりたびたび代わっている。 

・ パイロット地域において一部政党活動家等からプロジェクトに対する妨害があっ 
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た。ただしそれによる大きな遅延は生じていない。 

・ 外部要因として、ゼネラル・ストライキ、自然災害（土砂崩れによる交通遮断）

による活動への支障が一部発生している。 

 

３－６ 結論 

（１）プロジェクトは終了時の目標達成に向け、順調に進展している。 

 

（２）プロジェクトの妥当性と有効性は高い。他方、効率性は中程度である。 

 

（３）インパクトについては、パイロット地域での正のインパクトは認められるが負のインパ

クトは顕在化していない。 

 

（４）持続性については、不確実な要因があるため確保されているとはいえない。 

 

３－７ 提言 

（１）MoLD からのコミュニティー調停に関する政策ガイドライン及びガイダンスの必要性 

DDC、VDC からは、コミュニティー調停に関する人材配置及び予算割り当ての根拠とな

る MoLD からのコミュニティー調停に関するガイドラインの策定や、明確なガイダンスに

ついての要望が挙げられており、これらが MoLD において策定されることが望まれる。ま

た、策定プロセスにおいては、プロジェクトや他ドナーによる協力の経験を評価し活用さ

れることが期待される。特に現在、MoLD は、VDC 予算割り当てに関するガイドラインを

改訂しており、また、MoLJ においては、調停法の実施のために規則を策定中であるとこ

ろ、両省及び他の関連する機関が、前述のプロセスのなかで互いに綿密な調整をしながら

策定することが望ましい。 

 

（２）DDC レベルにおける多くのステークホルダー間で扱われる紛争の整理及び調整の強化 

DDC レベルでは、多くの機関〔地方裁判所、CDO、警察及び地方平和委員会（Local Peace 

Committee：LPC）など〕が、紛争管理にかかわっており、加えて、いくつかの地域では、

“Paralegal Committee”のように他ドナーによる異なる観点からのコミュニティー内の紛争

管理の支援も行われている。かかる状況の下、調停人がコミュニティー調停に適していな

い種類の紛争を扱うように依頼されたり、コミュニティー調停によって解決し得る紛争が

地方裁判所に持ち込まれるようなケースも起きている。DCC において、これまでも折々に

関連機関の間で情報共有がなされてきてはいるが、おのおのの機関がより綿密に情報共有

を行い、それぞれが扱う紛争の種類を整理することが必要であるところ、プロジェクトが

支援を行い、DDC のイニシアティブによって調整メカニズムを構築することが期待され

る。さらには、扱う紛争の整理やレファラルシステムに関するガイドラインが関連機関の

共同作業のなかで準備されることが望まれる。なお、DDC の調整能力強化のため、プロジ

ェクトから DDC の職員に対しコミュニティー調停活動の管理及び調整についての経験共

有の機会を設け、能力強化を支援することが望ましい。 

 

（３）効果的なコミュニティー調停のマネジメントのための DDC における人員配置及び予算

割り当ての必要性 

DDC がプロジェクトの重要なステップで関与を行っていることは、コミュニティー調停
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活動の効果的なマネジメントに貢献しているが、コミュニティー調停に関する活動をより

効果的に実施し、またプロジェクト終了後の持続性を確保するためには、DDC が郡トレー

ナーや調停人へのトレーニングとコミュニティー調停モニタリング評価のための人員や予

算を割り付けることが望ましい。 

 

（４）CMC の効果的な運営のための VDC における予算割り当て及びロジスティックサポート

の必要性 

既に、いくつかの VDC では、コミュニティー調停活動のための予算割り当てが VDC の

イニシアティブによって行われており、また、VDC アシスタントがコミュニティー調停に

積極的な役割を果たしている。しかしながら、いくつかの VDC では、CMC が、VDC の人

員不足等により常時開くことができておらず、住民の CMC 利用を阻害する要因のひとつ

となっている。 

コミュニティー調停活動のスムーズな実施やプロジェクト終了後の持続性の確保のため

には、VDC が予算と人材を継続的に割り当てることが期待される。 

 

（５）コミュニティーにおけるコミュニティー調停の認知度及び正確な理解の促進 

調停人等へのインタビューから、調停人が現在直面している問題のひとつがコミュニテ

ィー調停についての住民の認知度の低さ及び不正確な理解であることが判明した。また、

貧困層や Disadvantaged グループのコミュニティー調停の利用はまだ制限されている。 

プロジェクトの後半には、貧困層や Disadvantaged グループも含め、コミュニティーにお

いてコミュニティー調停についての認知度を上げるためのキャンペーン等、ソーシャル・

マーケティング活動を強化することが提言される。 
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第１章 中間レビューの概要 
 

１－１ 目的 

「中間レビュー」は、実施期間が比較的長期のプロジェクトについて開始から一定期間がたっ

た時点で、その妥当性を再検証するとともに有効性・効率性の観点から目標達成見込み、プロジ

ェクトの促進・阻害要因とその動向等を分析する。この評価結果は、プロジェクトの計画の見直

し等に活用される。 

ネパール連邦民主共和国（以下、「ネパール」と記す）において実施中の「コミュニティー内

における調停能力強化プロジェクト」は 2010 年 1 月に開始されてから 2 年が経過しており、ネパ

ール側と日本側による合同調査団によって中間レビューが実施された。 

 

１－２ 方法 

 文献調査に加え、ネパール側カウンターパート（Counterpart：C/P）、日本側専門家、プロジェ

クト関係者に対して質問票調査及びインタビュー調査を実施して必要データ・情報を収集した。

また、プロジェクトサイトを訪問、視察した。さらに、ネパール側レビュー調査委員及び関係者

と協議を重ねたうえで調査の結果を分析し、中間レビュー調査報告書としてまとめた。 

 

１－３ 調査項目 

 調査を実施した項目は、（１）進捗と実績、（２）実施プロセス、（３）評価５項目に基づくレビ

ュー、に分類される。調査項目の詳細は英文合同中間レビュー報告書（付属資料「協議議事録

（M/M）」）の Annex 1（評価グリッド）のとおりである。 

 

（１）進捗と実績 

中間レビュー時点におけるプロジェクトの実績は、プロジェクト・デザイン・マトリック

ス（Project Design Matrix：PDM）に記載された投入と活動実施の状況、及び成果、プロジェ

クト目標、上位目標の達成指標によって計測した。 

 

（２）実施プロセス 

プロジェクトの実施プロセスは、プロジェクトが適切に管理されているかを検証し、プロ

ジェクト実施の促進要因と阻害要因を抽出するため、技術移転の状況、関係者間のコミュニ

ケーション、モニタリング状況等、さまざまな観点から分析した。 

 

（３）評価５項目に基づくレビュー 

開発プロジェクトを評価する際に国際的に使用される評価５項目
1
の観点から、収集したデ

ータを分析し、総合的に判断した。評価５項目の内容は以下のとおりである。 

１）妥当性（relevance） 

プロジェクトの目標は、受益者のニーズと合致しているか、問題や課題の解決策として

プロジェクトのアプローチは適切か、相手国の政策や日本の援助政策との整合性はあるか

                                                        
1
 OECD-DAC（開発援助委員会）のガイドラインによる。 
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などの正当性や必要性を確認する。 

２）有効性（effectiveness） 

プロジェクトの実施によって、プロジェクトの目標が達成され、受益者や対象社会に便

益がもたらされているかなどを確認する。 

３）効率性（efficiency） 

プロジェクトの投入と成果の関係に着目し、投入した資源が効果的に活用されているか

などを確認する。 

４）インパクト（impact） 

プロジェクトの実施によってもたらされる、長期的な効果、波及効果、上位目標の達成

度合い等を確認する。 

５）持続性（sustainability） 

プロジェクトで発現した効果が、協力終了後においても持続し発展しているかを確認す

る。 

 

１－４ 調査団構成 

１－４－１ ネパール側 

・Mr. Ramesh Adhikari 地方開発省（MoLD）計画調整局次官補  

・Mr.Ganesh Gyanwali 地方開発省（MoLD）自治体支援局次官補 

 

１－４－２ 日本側 

氏 名 担当業務 所 属 現地調査期間 

武 徹 団長／総括 JICA ネパール事務所次長 2011 年 12 月 9～27 日 

土肥 優子  平和構築 JICA 経済基盤開発部平和構築課 2011 年 12 月 18～27 日 

昌谷 泉  評価分析 合資会社プラスタ 2011 年 12 月 9～27 日 

竹内 麻衣子 協力企画 JICA ネパール事務所所員 2011 年 12 月 9～27 日 

 

１－５ 調査日程（2011 年 12 月 8～27 日） 

Date Programme Accommodation 

8-Dec Thu HND-BKK  KTM 

BKK-KTM （TG319） 

9-Dec Fri 09:00 CC to CR, JICA Nepal, Meeting with JICA Nepal  KTM 

11:00 Meeting with COMCAP/JICA expert team  

14:00 Interview with C/P of MoLD Mr. Ganesh Gyanwali, US  

15:00 Briefing to C/P and MTR mission members on process of 

MTR by Mr.Sakaya 

16:30 Meeting with Mr. Hirai,Legal Advisor 

10-Dec Sat   KTM 
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11-Dec Sun Interview with C/P of MoLJ/ Interview with C/P of MoPR KTM 

12-Dec Mon KTM Jhagajoli Ratamate  Sindhuli 

13:00 -15:00 Meeting with Mediators 

15:00 Jhagajoli Ratamate   Sindhuli 

13-Dec Tue AM Meeting with COMCAP Sindhuli office staffs etc Sindhuli 

13:00 Meeting with DDC（LDO, SDO, PO） 

15:00 Meeting with District Trainers 

14-Dec Wed 08:00 Sindhuli Bardibas Janakpur 

11:00 Interview Meeting with Mediator in Belgachi 

13:30 Bardibas Janakpur 

15-Dec Thu 09:00 Janakpur Jaleshwor Janakpur 

10:00 Meeting with DDC（LDO, PO, SDO）  

12:00 Meeting with District Trainers 

15:35 Janakpur  KTM 

16-Dec Fri AM Preparation/Data Compilation and review  KTM 

PM Internal Meeting  

17-Dec Sat Preparation/Data Compilation and review  KTM 

18-Dec Sun Arrival 10:30-12:45 BKK-KTM（TG319） KTM 

Preparation/Data Compilation and review  

15:00 CC to Joint Secretary MoLD, Tirtha Raj Dhakal 

16:00 Meeting with Ms.Ogura and Mr.Hirai   

19-Dec Mon 08:45 CC to CR by Ms.Dohi KTM 

12:00 Interview with C/P of MoLJ/ Interview with C/P of MoPR 

PM Internal Meeting 

20-Dec Tue 06:30 KTM Sindhuli  JNKPR  Mahadaiyatapanpur Janakpur 

14:00 Meeting with COMCAP Mediators/ review meeting  

17:00 Mahadaiyatapanpur  JNKPR 

21-Dec Wed 09:00 Janakpur Jaleshwor Sindhuli 

10:00 Meeting with DDC （LDO, PO, SDO）, LPC and Paralegal 

12:00 Meeting with District Trainers 

13:00 Meeting with WDO on Paralegal 

15:35 Jaleshwor  Sindhuli 

22-Dec Thu 09:00 Sindhuli Ratanchura KTM 
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14:30 Meeting with COMCAP Mediators/community center 

16:00 Ratanchura  KTM 

23-Dec Fri 09:00 TAF/ProPublic KTM 

10:30 Meeting at Carter Center  

14:00 Meeting with Joint MTR team for the comments on the 

draft of MTR  

16:00 Meeting with UNICEF 

24-Dec Sat Preparation/Data Compilation and review KTM 

25-Dec Sun Preparation/Data Compilation and review KTM 

26-Dec Mon 11:00 JCC Meeting at MoLD KTM 

（Internal Meeting on the revision on the final draft of M/M and 

MTR as per the comments from Nepal side）  

（Finalization on discussions on M/M and Mid-term Review 

Report for internal circulation at MoLD）Sign and exchange of 

M/M 

27-Dec Tue 09:30 Report to JICA Nepal KTM 

Departure 13:50-18:25 KTM - BKK（TG320） 
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第２章  プロジェクトの実績と現状 
 

２－１ 投入  

2010 年 1 月のプロジェクト開始から 2011 年 12 月に至るまで、日本側及びネパール側からの投

入は、ほぼ計画どおり実施された。 

 

２－１－１ 日本側 

（１）専門家派遣 

プロジェクト開始以来 5 名の日本人専門家が派遣されている。稼働期間は 2012 年 3 月

末のプロジェクト第 2 年度終了時点で合計 43.24 人月（MM）となる（付属資料「協議議

事録（M/M）」Annex 2 参照）。 

 

（２）ネパール人プロジェクトスタッフ 

プロジェクト開始以来 7 名のネパール人スタッフが雇用されている（付属資料「協議議

事録（M/M）」Annex 3 参照）。 

 

（３）C/P 研修 

7 名のネパール人政府職員が、C/P 研修としてインドネシアで第三国研修を受けた（付

属資料「協議議事録（M/M）」Annex 4 参照）。  

 

（４）資機材の提供 

各種資機材がプロジェクト活動のために提供されている（付属資料「協議議事録（M/M）」

Annex 5 参照）。資機材はすべて適正に利用されている。 

 

２－１－２ ネパール側 

（１）C/P スタッフの配置 

これまで合計 24 名の中央、郡、村レベルのネパール政府職員が、プロジェクトの C/P

として配置されている。2011 年 12 月時点での C/P の総数は 17 名である（付属資料「協議

議事録（M/M）」Annex 6 参照）。 

 

（２）事務所及び施設 

郡において、プロジェクト事務所及び他の施設が提供されている。 

 

２－２ 活動 

プロジェクト活動は、付属資料「協議議事録（M/M）」Annex 7〔実施計画（Plan of Operations：

PO）〕のとおり、大きな遅延なく実施されている。 

 

２－３ 成果 

PDM に記載された成果の進捗及び達成状況は次のとおりである。 
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（１）成果１：ネパール及びプロジェクト対象郡で、コミュニティー調停を中心とする紛争管理

の実施状況が調査され、分析される。 

指 標 

1-1 モニタリングが計画どおり定期的に実施され、年に 2 回関係省、DDC、VDC、市、及び関

連ドナーにフィードバックされる。 

 

【指標 1-1】 

 コミュニティー調停活動のモニタリングは、次のとおり実施されている。 

１）コミュ二ティー調停センター（Community Mediation Center：CMC）が設立されたパイロ

ット村全 10 村
2
（シンズリ郡：Purano Jhangajholi、Ratanchura、Jalkanya、Kusheswar Dumja、

Jhagajholi Ratmata、マホタリ郡：Gauribas、Mahottari、Mahadaiya Tapanpur、Maisthan、Belgachhi）

において、3 カ月ごとに調停人が参加するレビューミーティングをプロジェクトが実施し

ている。 

２）いくつかの村落開発委員会（Village Development Committee：VDC）では、VDC のコー

ディネーションにより月例調停人会合が開催され、プロジェクトスタッフも出席している。 

３）プロジェクトスタッフが実際の調停にオブザーバーとして出席することがある。 

そのほかに、プロジェクトスタッフは各 VDC のコミュニティー調停センターと随時電

話連絡を取り、現地の状況把握に努めている。中央、郡の委員会へのフィードバックにつ

いては、成果３の指標 3-1 に述べるとおり実施されている。 

 

 以上のように、成果１は現在順調に進展している。 

 

（２）成果２：研修及び実践を通じて、コミュニティー調停を中心とする紛争管理手法に関する

知識が強化される。 

指 標 

2-1 対象 2 郡において XX 人の調停人が研修を受ける。 

2-2 対象郡においてコミュニティー調停及び紛争管理に関する人々の意識が XX％向上する。 

 

【指標 2-1】 

 シンズリ郡の 5 VDC 及びマホタリ郡の 5 VDC において 269 名が調停人として選定された（各

VDC 27 名。欠員 1 名はこれから選定される予定）。これまでのところ、262 名の調停人と 10 名の

VDC アシスタントが調停の基礎研修を受けた。調停人のプロファイルは表２－１に示したとおり

である。調停人のほかに、シンズリ郡で 10 名、マホタリ郡で 8 名の郡トレーナーが選定され、う

ちシンズリ郡 9 名（1 名は交通事故死）、マホタリ郡 7 名（1 名は辞任）が 2011 年 12 月現在でプ

ロジェクト活動に参加している。2011 年 11 月末現在、全 VDC で合計 91 件の争議が CMC に登録

され、そのうち 69 件が既に調停人によって解決されている。 

  

                                                        
2
 CMC の開設時期は、シンズリ郡 Purano Jhangajholi と Ratanchura、マホタリ郡 Gauribas と Mahottari の 4VDC が 2011 年 2 月。
他の 6VDC は 2011 年 9 月。 
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表２－１ 調停人のプロファイル 

シンズリ郡 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マホタリ郡 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：JICA プロジェクトチーム 
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【指標 2-2】 

 プロジェクトが 2011 年 9 月の新規パイロット 6VDC の CMC 開設セレモニー時に実施したサー

ベイによると
3
、調停人はコミュ二ティー調停に対して比較的高い意識をもっているのに対し、一

般住民のコミュ二ティー調停についての意識は低い。また、このサーベイのほか、プロジェクト

のベースラインサーベイとして、2010 年 6 月に対象 2 郡において、人々の司法へのアクセスと権

利に関する意識調査が実施された。その結果では、VDC 職員、一般住民ともにコミュニティー調

停について比較的高い知識をもっていた。CMC の活動は開始して間もないため、現時点で意識変

化は観察することができない。 

 

 以上の 2 指標より、コミュニティー調停にかかわる人材は着実に育成されている一方、人々の

コミュニティー調停に関する意識の変化はまだ計測されてはいない。 

 

（３）成果３：コミュニティー調停を中心とする紛争管理に関する経験が中央・地方の関係者間

で共有される。 

指 標 

3-1 コミュニティー調停と紛争管理に関して、ステークホルダーの調整委員会会議が年 2 回、

中央と郡レベルにおいて開催される。 

3-2 コミュニティー調停と紛争管理に関する XXX 冊のケーススタディハンドブックが、シンズ

リ道路沿線地域において配布される。 

 

【指標 3-1】 

 中央レベルでの合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）は 2010 年 9 月に第 1 回が

実施され、今回の中間レビュー調査期間に第 2 回目が実施された。郡調整委員会（District 

Coordination Committee：DCC）はシンズリ郡では 2010 年 4 月と 2011 年 1 月、マホタリ郡では 2010

年 5 月と 2011 年 2 月の各 2 回実施されている。JCC と DCC のほかにも、プロジェクトスタッフ

はステークホルダー（地元政党関係者、ドナー、NGO 等、JCC、DCC のメンバー以外も含む）を

訪れ、プロジェクト活動について情報共有、意見交換に努めている。 

 

【指標 3-2】 

 ケーススタディハンドブックの作成と配布はプロジェクトの第 3 年度に予定されている。 

 

２－４ プロジェクト目標 

PDM に記載されたプロジェクト目標の進捗及び達成状況は次のとおりである。 

 

プロジェクト目標：シンズリ郡とマホタリ郡において、コミュニティー調停を中心とする紛争

管理能力が向上する。 

指 標 

1. 対象地域において自らの紛争管理能力に関して意識をもつ人の数が増加する。 

                                                        
3
 Self-Evaluation Report（2nd Year）, November 2011 
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2. 対象地域において紛争管理手段についてより多くの選択肢があると意識する人の数が増加

する。 

3. 対象地域においてコミュニティー調停と紛争管理を円滑に実施するため、DDC 及びパイロッ

ト VDC、市が支援する（研修参加、調停室の提供、調停人の配置）。 

 

【指標 1 及び 2】 

 成果２の指標 2-2 で述べたサーベイの結果では、CMC の開設時点で、シンズリ郡とマホタリ郡

の住民の 39.8％がコミュニティー調停を知っていたが、コミュニティー調停と伝統的調停の違い

を知る住民は 11.0％にすぎなかった。プロジェクトが進展するにつれ、この数字は変化すること

が予想される。 

 

【指標 3】 

 すべてのパイロット VDC が、CMC の施設を提供し、CMC の運営のために VDC アシスタント

を配置している。また、10 名の VDC アシスタントが調停人基礎研修に参加し資格を得ている。

ただし、プロジェクトへの支援やかかわりの強さは VDC によって異なり、CMC にスタッフが常

駐していない VDC もある。DDC においては、地方開発官（Local District Officer：LDO）と社会

開発官（Social Development Officer：SDO）がプロジェクトの C/P として支援をしている。 

 

 以上のように、住民の意識変化が計測されていない現状では現行の指標だけでプロジェクト目

標の達成度を判断するのは難しいものの、成果２でみられたように CMC で既に多くの争議が登

録、解決されているという事実から判断すると、これまでのところプロジェクトは目標の達成に

向けて着実に進捗している。  

 

２－５ 上位目標 

 PDM に記載された上位目標の進捗及び達成の見込みは次のとおりである。 

 

上位目標：シンズリ道路沿線地域において、平和で調和のとれたコミュニティー構築に必要と

される、コミュニティー調停及び紛争管理に関する知識が広まる。 

指 標 

1. シンズリ道路沿線地域の人々のコミュニティー調停と紛争管理に対する理解が深まる。 

 

【指標 1】 

 成果２で記したように 2010 年 6 月に実施したベースラインサーベイでは、シンズリ道路沿線地

域の住民及び VDC 職員はプロジェクト開始前からコミュニティー調停について比較的高い知識

をもっているという結果であった。理解度の変化について調査するにあたっては、このサーベイ

結果をよく吟味したうえで調査を設計、実施する必要があると思われる。 

 

２－６ 実施プロセス 

中間レビュー調査団は、これまでのプロジェクトの実施プロセスは全体的には適切であると判

断した。以下に主要な調査結果を示す。 
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（１）ネパール側 C/P と日本側プロジェクトチーム（日本人専門家及びネパール人スタッフ）の

コミュニケーションと関係はおおむね良好である。特に村レベルでのコミュニケーションは

頻繁に取っている。ただし、プロジェクト開始当初には、ネパール人スタッフの採用、機材

の配置や第三国研修の実施方針等に関してネパール側と日本側の間で若干の齟齬があった。  

 

（２）一方、プロジェクト開始時点での C/P のうち、中央及び郡レベルでの頻繁な人事異動のた

め、相当数が既にプロジェクトから離れており、技術移転の実施、さらにネパール側のオー

ナーシップ確保にとって妨げとなっている。 

 

（３）プロジェクト開始以来ほぼ毎月、プロジェクト活動の円滑な実施に悪影響を与える出来事

が起きている。これらの出来事のほとんどは、バンダと呼ばれるゼネラル・ストライキ、自

然災害（土砂崩れ）、地元政党活動家からの抗議活動、妨害、脅迫等、プロジェクトが制御で

きない外部要因である。これらによってプロジェクト活動の一部は変更を余儀なくされ、追

加的対応策を講じる必要があった。しかしながら、プロジェクトでこれらの問題に対し慎重、

適切に対処した結果、全体としては大きな遅延なくほぼ計画どおりに活動が実施されている。 

 

（４）プロジェクトの進捗報告書は計画に従って定期的に作成、提出されている。 

 

（５）これまでのところ、JCC は 2 回（中間レビュー調査団のネパール訪問時に開催された１回

を含む）、DCC は各郡 2 回開催された。JCC、DCC ともに適切に機能している。 
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第３章 評価５項目によるレビュー 
 

評価５項目に基づくレビュー結果は以下のとおりである。 

 

３－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は高い。 

 

（１）ネパール政府の政策との整合性 

ネパールの直近の開発計画は暫定 3 カ年計画（2007 年 7 月～2010 年 6 月）である。同

計画は国家の平和と繁栄の希求を掲げており、プロジェクトの目的であるコミュニティー調

停を通じた地域レベルでの平和と調和の実現は、これに合致している。 

2011 年 4 月に調停法（Mediation Act）が国会で承認されており、近く施行されることが期

待される。現在、法・司法省（Ministry of Law and Justice：MoLJ）が実施のための細則（rules 

and regulations）を作成中であり、コミュニティー調停を含めた調停全般の制度化を推進する

ことが期待される。 

 

（２）受益者ニーズとの整合性 

プロジェクトの直接の受益者はネパール側 C/P、パイロット地域の調停人、郡トレーナー、

一般住民である。パイロット地域においてはコミュニティー調停は初めて導入された調停制

度であり、これまで裁判制度や警察による仲裁のほかには公的な調停手段の選択肢がなかっ

た住民にとって、プロジェクトの導入した CMC はそのニーズに応えるものである。コミュ

ニティーには費用もほとんどかからず比較的容易にサービスを利用できることから、貧困層

にとって特に便益が大きい。また、プロジェクトはコミュニティー調停の知識、技能の向上

を必要とする調停人、郡トレーナー、C/P のニーズにも合致する。 

 

（３）プロジェクト実施のタイミングの適切性 

ネパールは新たな国家建設の途上にあり、現在、郡及び村レベルでは地方議会が存在しな

い。また、地方では公的な司法制度へのアクセスは限定されている。このような背景の下、

コミュニティーレベルでの紛争管理能力の強化を図ることは時宜にかなっている。 

 

（４）対象地域選定の適切性  

対象地域となったシンズリ郡は紛争によって影響を受けた地域であり、一方、マホタリ郡

は平和合意の後に紛争が多発している不安定な地域である。したがって、紛争管理のニーズ

と平和構築の観点から、両郡の選定は適切である。 

 

（５）日本の ODA 政策との整合性 

日本の対ネパール ODA 政策における重点協力分野は、「地方の貧困削減」、「民主化・平和

構築」、「社会・経済基盤整備」の３分野である
4
。本プロジェクトはこのうち平和構築に寄与

                                                        
4 外務省「政府開発援助（ODA）国別データブック 2010」による。 
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するものであり、日本の ODA 政策に整合する。 

 

（６）日本の協力の優位性 

コミュニティー調停は日本にとっては新規の協力分野であるが、中央レベルから村レベル

までネパール政府と共同でコミュ二ティー調停を導入していくという点で、他ドナー、NGO

の活動にはない特徴をもつ。上述のように、近い将来に調停法の施行によりコミュ二ティー

制度の制度化推進が期待されるなか、パイロット地域で導入されたCMC の経験が活用され、

プロジェクトが重要な役割を担う可能性がある。 

 

３－２ 有効性  

 プロジェクトの有効性は現時点で高いと判断される。 

 前章で述べたように、プロジェクトは目標の達成に向け着実に成果を出し進展している。 

 有効性に寄与している要因としては、日本側プロジェクトチーム（日本人専門家及びネパール

人スタッフ）とネパール側 C/P 及び調停人との関係が良好であり、現場レベルでの活動が円滑に

実施されていること、調停人が調停の知識や技術を向上させるだけでなく自身の意識を高めるこ

とにより、無償であるにもかかわらず調停活動に積極的に取り組み、これまで多数の争議を解決

していることなどが挙げられる。 

 有効性を阻害している要因としては、ネパール側の中央と郡での C/P が頻繁な人事異動により

交替していること、外部要因により活動がしばしば影響を受けていること（２－６節参照）、が挙

げられる。プロジェクトでは異動による影響を避けるため、頻繁に C/P を含める関係者と情報共

有し、良好な関係構築に努めている。 

  

３－３ 効率性 

 プロジェクトの効率性は投入の実績から中程度と判断される。 

 

（１）投入の適切性  

これまでのところ 5 名の日本人専門家が配置され、適宜ネパールに滞在し活動している。

ほとんどのプロジェクト期間中、同時にネパールに滞在する専門家は 1 名もしくは 2 名であ

るが、困難な状況にもかかわらず多くの活動を運営管理している。専門家のほか、7 名のネ

パール人スタッフがプロジェクトに雇用され（うち 4 名は対象 2 郡の事務所で勤務）、活動実

施に重要な役割を果たしている。 

ネパール側 C/P の配置は、村レベルでは一部の VDC では CMC に職員が常駐していないな

どの問題はあるが、おおむね適正である。 しかしながら、先述のように中央と郡レベルでの

度重なる人事異動により C/P が頻繁に交替し、技術移転（知識、ノウハウの移転）を困難に

していることは効率性の阻害要因である。ただし、郡レベルの C/P はパイロット VDC に対

し VDC アシスタントの配置を通達するなど、プロジェクト活動を積極的に支援しているの

は事実である。 

2010 年 7 月に C/P である政府職員 7 名が第三国研修に参加し、裁判外紛争解決手続き

（Alternative Dispute Resolution：ADR）の実践が展開されているインドネシアを訪問、視察

した。この訪問は参加者のコミュニティー調停等 ADR に対する理解を深め有益であったが、
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7 名中 6 名が人事異動により既にプロジェクトを離れている。 

プロジェクトの実施にあたっては、２－１節に述べたように日本側が資機材を提供してい

る。資機材はすべて適切に維持管理され、利用されている。 

 

（２）成果の進捗と達成 

２－３節の成果指標でみられるように、現段階で３つの成果の進捗と達成度はそれぞれ異

なるが、全体的には適切な進捗状況にある。 

 

３－４ インパクト 

 上位目標の達成見込みについては２－５節に述べたとおり、現行の指標からみる限り判断する

ことは困難である。また、長期的なインパクトについてもその発現を推定するのは時期尚早と思

われる。以下では、調査団が中間レビュー時点で確認したプロジェクトの影響を記す。 

 10 のパイロット VDC における CMC の設立は、住民のみならず調停人自身に正のインパクト

を与えた。調停人はさまざまなバックグラウンドの出身者から構成されているが（表２－１参照）、

その多くが紛争解決について意識を向上させ、また自身のコミュニティー調停における役割につ

いて誇りをもつようになった。とりわけ、ダリット
5
や女性の調停人はプロジェクトの導入したコ

ミュニティー調停制度により社会参加する機会を新たに得ることができた。調査団が調停人に対

してインタビューしたところ、調停人のなかには研修や実践で得た調停の知識、技能を生かして、

CMC の調停以外でも争議を解決した経験のある人も複数いた。なお、プロジェクトのインパクト

として、地域内の人間関係を良好にして信頼を醸成し、地域社会の政治的・社会的不安定要因を

軽減しているか、その判断をするのはまだ早いと思われる。しかしながら、異なる民族グループ

間の争議がプロジェクトのコミュニティー調停で解決された事例も既に数件でてきている。 

 他方、プロジェクト活動のなかで調停人と郡トレーナーを選定する過程において、地元の政党

グループから選定結果に対し抗議があり、プロジェクト関係者への脅迫があった。地元有力者、

政党関係者のなかにはコミュ二ティー調停の導入を自分たちの地域社会における重要性を脅かす

存在として快く思っていない人たちもいるとの情報もあった。これはプロジェクトを実施したこ

とによる潜在的な負のインパクトとも考えられるが、プロジェクト側が抗議や脅迫に対し冷静か

つ適切に対応したために、当初設定した基準に従って調停人、郡トレーナーを選定することがで

き、負のインパクトは顕在化していない。 

 

３－５ 持続性 

 プロジェクトの持続性については、不確定な要因が複数あるため、現段階では確保される見通

しが十分立っているとはいい難い。 

 

（１）政策面 

「３－１ 妥当性」の項で述べたように、調停法は国会で承認されており、近々施行され

ると予想される。地方開発省（Ministry of Local Development：MoLD）におけるコミュニティ

ー調停推進の優先度は現時点では必ずしも高くないようであるが、調停法の施行が政府主導

                                                        
5
 伝統的に不可触とされる非差別階級の人々。 
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によるコミュニティー調停促進の追い風となる可能性はあり、プロジェクトの持続性にとっ

てもプラスの要因である。しかしながら、調停法の実施細則、制度の内容についてはまだ不

明である。また、地方自治法で定められている VDC が調停、仲裁を行う権限との間で調整

が必要になるかもしれない。 

 

（２）組織・制度面及び財務面 

現在、プロジェクト活動は JICA プロジェクトチームと地方自治体、特に VDC が主体とな

って実施しており、中央政府（MoLD）によるプロジェクト経費の負担は行われていない。

プロジェクトの終了後に MoLD がコミュニティー調停のモニタリング・管理を引き継ぎ、さ

らに、上位目標達成に向け、パイロット地域以外の他州への拡大を実施することが期待され

るという観点からは、現在の MoLD のプロジェクトの関与は十分であるとはいえない。調停

法の施行によりコミュニティー調停制度化の道筋がつき、中央政府がプロジェクト活動への

主体性を高める可能性はあるが、現在では見通しは立っていない。 

郡レベルにおいても、現在はネパール人プロジェクトスタッフが対象 2 郡に配置されて活

動を担い、郡開発委員会（District Development Committee：DDC）の C/P が活動に協力してい

るが、プロジェクトへの予算支出は行われていない。プロジェクト終了後に現プロジェクト

スタッフの業務を DDC 職員が引き継ぐという観点からは、より積極的なプロジェクトへの

参加が持続性を確保するうえで望まれる。 

コミュニティー村レベルでは、いくつかの VDC においては積極的に CMC の活動に携わり、

VDC アシスタントを CMC に常駐させて調停活動を管理、モニターしている。また、多額で

はないもののプロジェクトのための来年度予算確保を計画している VDC もあり、調停活動

の継続・維持にとって好ましい状況といえる。コミュニティー調停の実施にあたって調停人

が無償で実施していることは、プロジェクト終了後も財務面の負荷を生じさせずに活動の継

続が可能である点では望ましい反面、ボランタリズムに依存しているという観点では、将来

にわたる継続性を脅かす要因になり得る。 

 

（３）技術面 

これまでに約 270 名の調停人と 20 名弱の郡トレーナーが育成され、プロジェクト終了ま

でには更に 270 名の調停人が誕生する。調停人はすべて基礎、上級、リフレッシャーの 3 セ

ッションにわたる研修を受け、調停技能、知識を向上させるよう計画されている。調停人は

プロジェクト終了後もその技能によりコミュニティー調停活動を継続することは十分に可能

であると見込まれる。ただし、将来 CMC をプロジェクト対象地域以外の VDC やシンズリ道

路沿線地域の他郡に拡大するためには、研修を制度化してトレーナー、調停人を数多く育成

する必要がある。 
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第４章  結論 
 

 中間レビュー調査団は、プロジェクトは既にある程度の成果を上げ、目標達成に向かって順調

に進展していると判断した。 

 ５項目評価の観点からは、これまでのところプロジェクトの「妥当性」と「有効性」は高く、

「効率性」は中程度である。「インパクト」については、パイロット地域での正のインパクトは認

められるが負のインパクトは顕在化していない。プロジェクトの「持続性」は現段階で確保され

ているとはいい難い。 
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第５章 提言 
 

（１）MoLD からのコミュニティー調停に関する政策ガイドライン及びガイダンスの必要性 

コミュニティー調停に関する人材及び予算割り当ての根拠となる MoLD からのコミュニテ

ィー調停に関するガイドライン及び明確なガイダンスの策定の要望が DDC、VDC から挙げ

られており、これらの策定が望まれる。なお、策定プロセスにおいては、プロジェクトや他

ドナーによる協力の経験を評価し活用されることが期待される。特に現在、MoLD は、VDC

予算割り当てに関するガイドラインを改訂しており、また、MoLJ は、調停法の実施のため

に規則を策定中であるところ、両省及び他の関連する機関が、前述のプロセスのなかで互い

に綿密な調整をしながら策定することが望ましい。 

 

（２）DDC レベルにおける多くのステークホルダー間で扱われる紛争の整理及び調整化 

DDC レベルでは、多くの機関〔地方裁判所、CDO、警察及び地方平和委員会（Local Peace 

Committee：LPC）など〕が、紛争管理にかかわっており、加えていくつかの地域では、“Paralegal 

Committee”のように他ドナーによる異なる観点からのコミュニティー内の紛争管理の支援も

行われている。かかる状況の下、調停人がコミュニティー調停に適していない種類の紛争を

扱うように依頼されたり、コミュニティー調停によって解決し得る紛争が地方裁判所に持ち

込まれるようなケースも起きている。DCC（District Coordination Committee）において、これ

までも折々に情報共有がなされてきてはいるが、おのおのの機関がより綿密に情報共有を行

い、それぞれが扱う紛争の種類を整理することが必要であるところ、プロジェクトからの支

援の下、DDC のイニシアティブによる調整メカニズムの構築が期待される。さらには、扱う

紛争の整理やレファラルシステムに関するガイドラインが関連機関の共同作業のなかで準備

されることが望まれる。なお、DDC の調整能力強化のため、DDC の職員に対しコミュニテ

ィー調停活動の管理及び調整についての経験共有の機会を設け、キャパシティーディべロッ

プメントを支援することが望ましい。コミュニティー調停が当事者間の合意ベースである点

は、強みでもあるが限界でもあるといえる。合意書の履行状況についてもモニタリングして

おく必要がある。 

 

（３）効果的なコミュニティー調停のマネジメントのための DDC における人員配置及び予算割

り当ての必要性 

DDC がプロジェクトの重要なステップで関与を行っていることは、コミュニティー調停活

動の効果的なマネジメントに貢献しているが、コミュニティー調停に関する活動をより効果

的に実施し、またプロジェクト終了後の持続性を確保するためには、DDC が郡トレーナーや

調停人へのトレーニングとコミュニティー調停モニタリング評価のための人員や予算を割り

付けることが望ましい。 

 

（４）CMC の効果的な運営のための VDC における予算割り当て及びロジスティックサポートの

必要性 

既に、いくつかの VDC では、コミュニティー調停活動のための予算割り当てが VDC のイ

ニシアティブによって行われており、また、VDC アシスタントがコミュニティー調停に積極
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的な役割を果たしている。しかしながら、いくつかの VDC では、CMC が、VDC の人員不足

等のため常時開くことができておらず、住民の CMC の利用を阻害する要因のひとつとなっ

ている。 

コミュニティー調停活動のスムーズな実施やプロジェクト終了後の持続性の確保のため

には、VDC が予算と人材を継続的に割り当てることが期待される。 

 

（５）コミュニティーにおけるコミュニティー調停の認知度及び正確な理解の促進 

調停人等へのインタビューから、調停人が現在直面している問題のひとつがコミュニティ

ー調停についての住民の認知度の低さ及び不正確な理解であることが判明した。また、貧困

層や Disadvantaged グループのコミュニティー調停の利用はまだ制限されている。 

プロジェクトの後半には、貧困層や Disadvantaged グループも含めて、コミュニティー調停

についての認知度を上げるためのキャンペーン等、ソーシャル・マーケティング活動を強化

することが提言される。もうひとつの方法としてコミュニティー調停の質を確保していくこ

とも重要である。コミュニティー調停のモニタリングの強化、コミュニティー調停センター

に関する満足度調査を通じて、調停活動にフィードバックしていくことが考えられる。 

 

（６）政党関係者対策 

地方議会代表者が存在しないなか、政党関係者がコミュニティーに対して多大な正負の影

響力を有する（特にシンズリ郡ではその傾向が強い）。シンズリ郡では政党関係者による調停

に対しての妨害とみられる事例も報告されている。政党関係者に対して、コミュニティー調

停の背景にある相互理解や平和構築に係る考え方の理解促進を図ることは、コミュニティー

にもたらすインパクトという観点から有効である。そのために、ソーシャル・マーケティン

グを強化する一環として、調停人の研修の一部（紛争管理に係る考え方）を盛り込むことが

できれば効果的であると考えられる。 

 

（７）調停人のなかの非識字者 

社会参加という観点から、調停人をさまざまなバックグラウンドをもつ人々から選定した

が、調停人のなかには非識字者も含まれている（シンズリ：40％、マホタリ：20％）。一部の

トレーナーから訓練の効率性を疑問視する声も上がっていたが、他のトレーナーからは非識

字者のなかでも地元で信頼されている人を調停人とすることは社会参加という観点から意義

が大きいとの声も上がっている。研修のアプローチやセッションの組み換え（講義・実習の

比率・順番など）など、研修のなかで改善できる点がないか検討する必要がある。なお、TAF

もこれまで同様の問題に直面しており、研修カリキュラムを改善してきたとのことであった。 

 

（８）調停人のリフレッシャー研修 

調停人から要望があったとおり、リフレッシャーコースでは、①司法手続き、②コミュニ

ティー調停で扱えないケースへの対応方法、または当事者の片方が合意しないケースへの対

応、③（予定どおり）グループ間の紛争解決方法、を盛り込む必要がある。 
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（９）対象 VDC の選定 

既存の選定基準を維持することが妥当と考えられるが、マホタリ郡で紛争影響地域であり

争議件数が多い同郡西部と東部を含めてほしいとの提案があった。次期 VDC 選定の際は、

ベースラインサーベイ結果と照らし合わせたうえで（かつ治安について要確認）、考慮する必

要がある。 

 

（10）コミュニティーの変化に関する観測 

コミュニティーへのポジティブなインパクトが見込まれることから、コミュニティー内の

何らかの変化（親族・隣人・コミュニティー間を含む村内関係改善等）、少数民族や低カース

トを含む社会背景ごとのコミュニティー調停へのアクセス状況（定量・定性情報含む）につ

いて、関連情報を可能な範囲で記録しておくことが望ましい。併せて、プロジェクト終了時

にエンドラインサーベイを実施して、コミュニティーにおける変化について検証する。 
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第６章 平和構築の観点からの考察 
 

本プロジェクトは、コミュニティー調停を中心とした紛争管理能力強化を通じて、またさまざ

まなバックグラウンド（民族・宗教・カースト）をもつコミュニティー調停人による公平・公正

な調停が実施されることを通じて、平和で調和のとれた社会の構築をめざすものである。すなわ

ち、平和構築と司法へのアクセス改善の両輪を意図した案件であるといえる。 

本題に入る前に、プロジェクト開始時の前提と異なる点が 2 点存在することを以下に言及して

おく必要があろう。1 つは、民主化により民族やカーストに関する問題意識が高まるなか、富裕

層と貧困層間や民族・カースト間の対立が表面化していると指摘されていたが、予想に反して実

際にはこれまでコミュニティー調停に持ち込まれた争議のうち、7 割以上が同民族・カースト内

の争いであったことである（シンズリ郡：７割強、マホタリ郡：8 割強）。そのなかでも隣人間、

次に親族間の争議が最も多い。プロジェクト開始時の現地関係者とのワークショップにおいて、

シンズリ郡では、民族・カースト内の争いが主な対立軸として挙げられていた。一方マホタリ郡

では、民族・カースト間の争議が問題として挙げられていた。調停に持ち込まれている争議の傾

向が実情を反映しているか（個人の場合、グループを超えた接触が限られているため争議も少な

い）については、今後もモニタリングが必要である。2 つ目は、調停人の選定基準とも関連し、

争議人が調停人を選定する際、同カースト・民族を選定するという前提であったが、シンズリ郡

ではまさに同カースト・民族出身の調停人を選定する傾向が強いものの、マホタリ郡では半数以

上が異なるカースト・民族を選定している。 

また、コミュニティー調停で扱っている争議の内容について、各地域の実情を把握するうえで

も興味深い。マホタリ郡では、プロジェクト開始時に挙げられていたとおり、土地・資産をめぐ

る争いが最も多い。シンズリ郡では農産物・材木の販売をめぐる争いも主たる争いとして挙げら

れていたが、コミュニティー調停に持ち込まれる争議は金銭の貸し借り、名誉棄損、傷害事件等

が多い。 

以下は、「紛争影響国の事業評価ガイドライン」（2011．12）の考え方に基づき、地方情勢によ

るプロジェクトへの影響とプロジェクトによって創出された現象を中心に考察したレビュー結果

である。 

 

（１）本プロジェクトをとりまく情勢（郡レベル） 

郡・村落行政の汚職疑惑や行政官銃撃事件等に対する住民・政党による抗議活動及びこれ

に伴う閉庁、政党間の衝突、政党関係者によるプロジェクト活動への介入、頻発する行政官

に対する脅迫・誘拐によって、プロジェクト活動のスケジュール変更を余儀なくされてきた。 

2011 年 12 月現在の各郡の状況及び今後の見通しは以下のとおりである
6
。 

１）この 1 年間で安定の方向に向かいつつあるシンズリ郡 

シンズリ郡ではプロジェクト開始以降、①主要 3 政党間並びにその傘下の青年組織・ギ

ャング集団間での勢力争い、②政党間の対立、さらには、③公共事業（シンズリ道路整備

を含む）に対する利権の主張やそれに伴う衝突、深刻な不安定要因となっていた。しかし

ながらこの 1 年間で、党の青年組織はあらかた解体、ギャング集団の活動も激減、公共事

                                                        
6
 カーターセンター、小倉氏へのインタビューによる情報。 
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業への介入も減少しており、情勢は好転しつつあるとみられている。この背景には、①約

1 年前に就任した郡長官（Chief District Officer：CDO）によるギャング対策、②政党間の

衝突回避に向けた中央での政党間の合意、③公共事業への圧力を継続した場合、援助機関

が手を引き開発が進まないかもしれないとう危機感が浸透したことが挙げられている。郡

行政に対する住民の評価も高まりつつある。今後の見通しについて、選挙が行われない限

り、また周辺地域で政党間の衝突が発生しない限り、情勢が再び悪化する可能性は低いと

みられている。マオイスト党内の亀裂による影響も小さいとみられている。しかしながら

主要 3 政党が影響力の保持・拡大を狙っている構図は変わらず、今後も表立った方法でな

くても妨害及び介入のリスクは残存し得る。同郡のマオイスト軍駐屯地から「自発的引退

者」が動員解除された場合、村内関係に影響を与え得るとも考えられる。 

２）武装勢力は弱体化しつつあるものの、依然として不安定要因を抱えているマホタリ郡 

マホタリ郡の最大の不安定要因は和平合意以降に台頭した武装勢力
7
であったが、①治安

当局による対策、②武装勢力内の分裂、③住民からの支持喪失により弱体化しているとい

われている。このため、地元ではプロジェクトが開始された 2 年前に比べると情勢は改善

したといわれているものの、依然として地元住民が情勢は「poor」と嘆くように現況は不

安定である。また開発予算は満足に支出されておらず、汚職疑惑をめぐる郡開発官や村落

行政官に対する脅迫は依然として続き、日常の行政に多大な影響を及ぼしている。本プロ

ジェクトの C/P である郡開発官に対する住民の不満も解消されておらず、開発官不在もし

くは短期間で交代する状況が続くとみられており、本プロジェクトに対する郡開発官の協

力を得るのが難しい状況が続くとみられる。抗議活動に関しては、現在、1 政党を除くす

べてのマデシ系政党が与党内閣に入閣していることから当面大規模な抗議活動は難しい

とする見方もあるが、今後、憲法制定及び連邦制、マデシの軍統合、市民権に関する議論

が進行し、これらの行方次第ではマデシ住民の反発を招き、抗議活動が頻発するリスクも

ある。仮にマデシ政党が内閣から離脱した場合は、抗議活動が頻発する可能性が高い。以

上のとおり、残りのプロジェクト期間についても、脆弱な情勢のなかでの案件実施となる

と考えられる。 

 

（２）本プロジェクトによって創出された諸現象 

本プロジェクトによって創出された諸状況のうち、重要と思われる現象は以下のとおりで

ある。 

１）調停人の選定と社会参加 

調停人の選定は、対象地域の民族・カースト構成を反映した「社会的バランス」と「政

治的中立性」が保証されるよう、明確な基準
8
の下に、かつ郡・村行政関係者とプロジェク

トの間で複数回にわたるコンサルテーションを経て行われている。この結果、低カースト

や少数民族出身の調停人が調停人として選定されたこと自体が「自分たちの役割が認知さ

れた」と語るなど、調停人として選定されたことが社会参加及びエンパワメントの機会と

なっている。その一方で、調停人選定をめぐり、複数の村において、自身の影響力の拡大

を狙う政党間の新たな政争の火種となり得る事態が発生した。これに対して、プロジェク

                                                        
7
 政党との組織間のつながりはないといわれている。 

8
 民族・カーストのバランス、政党で正式なポストを有さない／All Party Mechanisms のメンバーではない。 
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トの条件を維持しつつ関係者への丁寧な説明・説得を繰り返すことによって対立助長及び

負のインパクトは回避されたといえる。 

２）調停人の意識変化 

「自分たちが争いの当事者になる訳にはいかない」、「調停人が協力して平和なコミュニ

ティーを構築せねばならない」、「自分たちのネガティブ思考をポジティブ思考に変えねば

ならない」と語るなど、調停人のなかには、知識向上のみならず、意識・マインドセット

の変化が報告されている。こうした結果、コミュニティー調停センター外においても、調

停人が自発的に紛争の調停を行うなどの効果も確認されている。 

３）コミュニティーの変化 

コミュニティーの変化を測るには時期尚早であるが、調停人が村内関係（個人・コミュ

ニティー間の関係）に関連する争いについて、特にコミュニティーから感謝されていると

語っているとおり、争議解決による村内関係改善は重要なポジティブインパクトとなり得

る。さらに、これまで司法へのアクセスがほとんどなかったといわれている住民（貧困層、

少数民族、低カースト）が紛争解決手段にアクセスできる状況が創出されていることも重

要なファクターである。シンズリ郡の場合、民族・カーストの人口構成比率と正比例して

いる状況である。マホタリ郡については定量的にみると一部異なっており、マホタリ郡の

調停人からも、貧困層や一部の民族・カーストがまだ十分アクセスできていないとの声も

上がっている。 

 

新しい国づくりの要である憲法制定作業が大幅に遅延しており、今後の国のあり方・方向

がみえていない。またコミュニティー調停に関する条項で述べられている地方自治法は執行

されておらず、今年制定された調停法についても同じく執行されていない状況である。つま

り、コミュニティー調停の仕組みづくりの法的基盤となる制度がまだ整備されていない。 

さらに、コミュニティー調停は、当事者が自主的に紛争を解決しようとするプロセスであ

り、当事者同士で解決できない争議については、公的司法制度が適切な手続きを経て強制力

を発揮することで、権力と秩序を実現する必要がある。ただし、今次レビューで住民から指

摘があったとおり、対象郡では裁判所に対する住民の信頼度は低い。公的な司法制度が改善

され、住民からの信頼を得ない限り、包括的な紛争管理体制の構築は望めない。また、公的

な司法や警察機能が改善されず、コミュニティー調停やパラリーガルを含むインフォーマル

な司法セクターが拡大し続ける現象は、中長期的な国家建設の観点から必ずしも好ましくな

いといわざるを得ない。 

もっともこうした制度上の障壁が存在するものの、公的司法制度へのアクセスが限られて

いるなか、コミュニティーレベルで発生している些細な争いに対し、合意ベースによる紛争

解決手段の選択が拡大する意義は極めて大きいと考えられる。 
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第７章 団長所感 
 

本中間レビューに基づく中間段階での評価結果、今後の課題、提言については、報告書の中で

既に指定されているとおりであり、特に付言すべきことはない。 

したがって、指摘以外の点で、個人的な気付きの点のみ以下に記述する。 

 

（１）本案件の今までの成果のひとつとしては、本報告書で指摘されているとおり、調停人の意

識の変化が挙げられる。自ら調停を行い、成功を収めることで双方の争議人からも感謝され

て自信がつき、その結果、CMC に登録されていないケースも自ら解決に乗り出そうというポ

ジティブな姿勢への変化が観察された。調停人は無報酬のボランティア活動であるにもかか

わらず、周囲から感謝され、社会的に認知されることで調停人活動の意義を見いだし、モチ

ベーションを高めたといえる。また一方で、調停活動そのものの性格が、調停人の意識の変

化をもたらしたともいえるのではないか。すなわち、争議人の話をよく聞き、いろいろなオ

プションを示しながら双方に満足のいく解決策（win-win の関係）を模索するという過程が、

エゴに左右されることなく自己を常にコントロールし、他者の気持ちを理解しながら行動す

る、そしてそれが、長い目でみて自分の利益にもなるという意識の変化を調停人の人々にも

たらしている、という仮説も成り立つ。ネパール人の行動様式を観察すると、一般的には、

極めて短期的、短絡的な視点で行動するケースが目立つが、ネパールの村落コミュニティー

の人々の間でこのような意識の変化が進行することによって、コミュニティー全体がより調

和的な社会へと変容する可能性もある。意識の変化を経験した調停人が実際に調停を行い、

その調停が成功することによって、争議人にも、すべてを自分中心に判断するのではなく真

の利害の対立点はどこにあるのか、双方が満足する解決策はないのかという大局的な思考方

法を身に着けることができ、実際にそのような意識に基づいて行動するようになるかもしれ

ない。そして、もしそのような意識をもつ村落住民が増えれば、より調和的な社会が実現す

る可能性もある。また、そのような意識が、社会的貢献への意識、パブリックの精神の普及

にもつながるのではないかと思われる。この見解は、単なる仮説の域を出ないが、コミュニ

ティー調停には、コミュニティー社会の変容をもたらすという大きな潜在的可能性を秘めて

いるように思われる。コミュニティー調停を単に紛争管理のツールとしてとらえるのみなら

ず、コミュニティー社会全体にポジティブな影響をもたらす可能性も念頭におきつつ、今後

のプロジェクトの展開を検討することも有用であろう。そのような意味においても、啓蒙活

動を通じた一般住民や all party mechanism のメンバーへのコミュニティー調停に対する理解

の促進は重要である。 

 

（２）本報告書の中でも指摘されているとおり、現時点では、当初想定されていた、カースト間、 

民族間の対立は、コミュニティー調停で扱ったケースのなかではほとんどみられなかった。

多くは（金銭問題、土地利用や水利用をめぐる）家族間、隣人同士、知り合い同士の争いで

ある。この傾向は、20 年前も現在も変化がないとのことである。しかし、all party mechanism

が村落コミュニティーのガバナンスにも浸透していることから、このメカニズムがなくなる

までは、個人の対立が政党間の対立に発展するリスクが常に存在する。また、一部政党がエ

スニシティに基づく地方自治を主張していることから、利権をめぐるエスニシティ間の対立



－23－ 

が今後先鋭化するリスクもある。このようなリスクを未然に防ぐために、コミュニティー調

停は、紛争管理の手段という意味においても、住民の意識の変容と調和的な社会の形成を導

く（可能性がある）という意味においても、その期待される役割は大きいと思われる。 

 

（３）本プロジェクトのインパクトや持続性を確保するためには、今後 2 年間の活動が重要であ

る。しかし、コミュニティー調停の法的根拠となる調停法が議会の承認を得たものの、施行

までには至っておらず、実施細則もこれから作成される状況である。このような状況におい

て、コミュニティー調停は、本プロジェクトの C/P 機関である MoLD の中で、主要な政策課

題としては位置づけられるに至ってはおらず、したがって、コミュニティー調停に特化した

予算配分も行われていない。しかし、一方で、本プロジェクト実施後に、徐々に MoLD にお

いて、コミュニティー調停に対する重要性の認識が高まっており、事実、本中間レビューの

実施段階において、MoLD 側より、ブロックグラントの利用基準にコミュニティー調停も加

えるとの言質を取り付けることができた。これが実現すれば、コミュニティー調停活動への

予算措置のオプションが増えることになり、インパクトの拡大と持続性の確保の意味で大き

な一歩といえる。しかし、プロジェクトの残り 2 年間でできることは限られており、政策へ

の反映を達成するためにも、まずは、今後の 2 年間でプロジェクトの目に見える成果を出し

ていくことに注力する必要がある。MoLD 関係者も、成果が出ないうちは、コミュニティー

調停活動のガイドラインを作成して、特別な予算配分を行うことは困難であると説明してい

る（その主張はもっともである）。したがって、インパクトの拡大と持続性の確保のためには、

フェーズⅡの実施も今後は検討する必要があると思われる。 
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